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１．平成19年２月期の業績（平成18年３月１日～平成19年２月28日）

(1）経営成績 （注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

売上高 営業利益 経常利益

平成 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

19年２月期 11,795 (△1.8) 101 (△27.2) 113 (△26.8)

18年２月期 12,013 (35.8) 139 (△63.1) 154 (△59.5)

当期純利益
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
経常利益率

平成 百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

19年２月期 22 (△70.9) 180 86 － － 2.7 4.0 1.0

18年２月期 75 (△60.8) 620 84 － － 9.9 5.6 1.3

（注）１．期中平均株式数 平成19年２月期 122,325株 平成18年２月期 122,325株

２．会計処理の方法の変更 無

３．売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2）財政状態  

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

平成 百万円 百万円 ％ 円 銭

19年２月期 3,256 817 25.1 6,678 48

18年２月期 2,472 807 32.6 6,597 62

（注）１．期末発行済株式数 平成19年２月期 122,325株 平成18年２月期 122,325株

２．期末自己株式数 平成19年２月期 －株 平成18年２月期 －株

２．平成20年２月期の業績予想（平成19年３月１日～平成20年２月29日）

売上高 経常利益 当期純利益

百万円 百万円 百万円

中間期 6,075 70 35

通期 12,400 160 80

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）654円00銭

３．配当状況

・現金配当  １株当たり配当金（円） 配当金総額
(千円)

配当性向
（％）

純資産配当
率（％）期末 年間

平成18年２月期 100 100 12,232 16.1 1.6

平成19年２月期 100 100 12,232 55.3 1.5

平成20年２月期（予想） 100 100    

（注）上記に掲載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含ん

でおります。

実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。

なお、上記業績予想に関する事項は、決算短信（連結）８ページの「次期見通し」をご参照下さい。

－ 1 －



６．個別財務諸表等
(1）貸借対照表

  
前事業年度

(平成18年２月28日)
当事業年度

(平成19年２月28日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)        

Ⅰ　流動資産        

１　現金及び預金   109,724   301,539  

２　売掛金 ※１  1,306,999   1,577,169  

３　商品   889,890   1,093,107  

４　貯蔵品   602   681  

５　前渡金   13,944   50,745  

６　前払費用   7,144   8,585  

７　繰延税金資産   19,646   33,512  

８　未収入金   12,021   64,200  

９　その他   8,455   22,197  

　　貸倒引当金   △12,815   △15,541  

流動資産合計   2,355,614 95.3  3,136,197 96.3

Ⅱ　固定資産        

１　有形固定資産        

(1) 建物  7,599   8,095   

減価償却累計額  △1,624 5,974  △2,057 6,037  

(2) 構築物  299   －   

減価償却累計額  △35 263  － －  

(3) 車両運搬具  16,360   17,209   

減価償却累計額  △10,641 5,718  △13,051 4,158  

(4) 工具器具及び備品  15,450   17,838   

減価償却累計額  △8,490 6,959  △10,912 6,925  

有形固定資産合計   18,916 0.8  17,121 0.5

２　無形固定資産        

(1) ソフトウエア   11,956   11,025  

(2) その他   366   580  

無形固定資産合計   12,322 0.5  11,605 0.4

３　投資その他の資産        

(1) 関係会社株式   17,467   17,512  

(2) 関係会社長期貸付金   43,648   79,354  

(3) 出資金   100   100  

(4) 破産債権・更生債権等   22,557   21,971  

(5) 繰延税金資産   9,188   30,229  

(6) その他   15,551   18,306  

　  貸倒引当金   △22,994   △68,181  

　  投資損失引当金   －   △7,467  

投資その他の資産合計   85,519 3.4  91,825 2.8

固定資産合計   116,759 4.7  120,552 3.7

資産合計   2,472,373 100.0  3,256,750 100.0
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前事業年度

(平成18年２月28日)
当事業年度

(平成19年２月28日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)        

Ⅰ　流動負債        

１　買掛金   85,588   187,872  

２　短期借入金   1,200,000   1,350,000  

３　一年以内返済予定長期借
入金

  －   100,000  

４　未払金   78,368   74,238  

５　未払費用   1,918   7,625  

６　未払法人税等   6,792   37,173  

７　前受金   89,044   97,574  

８　預り金   1,021   2,076  

９　賞与引当金   －   22,937  

10　その他   2,584   9,300  

流動負債合計   1,465,319 59.3  1,888,798 58.0

Ⅱ　固定負債        

１　長期借入金   200,000   550,000  

固定負債合計   200,000 8.1  550,000 16.9

負債合計   1,665,319 67.4  2,438,798 74.9

(資本の部)        

Ⅰ　資本金 ※２  170,480 6.9  － －

Ⅱ　資本剰余金        

１　資本準備金  105,060   －   

資本剰余金合計   105,060 4.2  － －

Ⅱ　利益剰余金        

１　利益準備金  500   －   

２　当期未処分利益  531,014   －   

利益剰余金合計   531,514 21.5  － －

資本合計   807,054 32.6  － －

負債及び資本合計   2,472,373 100.0  － －
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前事業年度

(平成18年２月28日)
当事業年度

(平成19年２月28日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(純資産の部)        

Ⅰ　株主資本        

１　資本金   － －  170,480 5.2

２　資本剰余金        

(1）資本準備金  －   105,060   

資本剰余金合計   － －  105,060 3.2

３　利益剰余金        

(1）利益準備金  －   500   

(2）その他利益剰余金        

繰越利益剰余金  －   540,904   

利益剰余金合計   － －  541,404 16.7

株主資本合計   － －  816,944 25.1

Ⅱ　新株予約権   － －  1,007 0.0

純資産合計   － －  817,951 25.1

負債純資産合計   － －  3,256,750 100.0
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(2）損益計算書

  
前事業年度

（自　平成17年３月１日
至　平成18年２月28日）

当事業年度
（自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日）

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高   12,013,269 100.0  11,795,768 100.0

Ⅱ　売上原価        

１　期首商品たな卸高  712,649   889,890   

２　当期商品仕入高  11,074,772   10,960,961   

合計  11,787,422   11,850,852   

３　期末商品たな卸高  889,890 10,897,531 90.7 1,120,455 10,730,396 90.9

売上総利益   1,115,737 9.3  1,065,371 9.1

Ⅲ　販売費及び一般管理費        

１　広告宣伝費  45,501   33,336   

２　給与手当  277,961   243,760   

３　賞与  36,568   56,306   

４　賞与引当金繰入額  －   22,937   

５　旅費交通費  73,256   60,748   

６　法定福利費  39,231   40,339   

７　地代家賃  118,007   141,907   

８　減価償却費  12,266   12,079   

９　業務委託料  70,155   78,556   

10　支払手数料  61,637   54,822   

11　貸倒損失  1,474   －   

12　貸倒引当金繰入額  7,781   2,496   

13　その他  232,070 975,912 8.1 216,241 963,532 8.2

営業利益   139,825 1.2  101,839 0.9

Ⅳ　営業外収益        

１　受取利息  1,152   1,796   

２　自賠責保険解約返戻金  23,703   20,444   

３　金利スワップ評価益  1,512   －   

４　為替換算手数料差益  508   －   

５　為替差益  4,420   1,036   

６　その他  5,477 36,775 0.3 8,981 32,258 0.3

Ⅴ　営業外費用        

１　支払利息  15,802   15,819   

２　新株発行費償却  5,035   －   

３　その他  1,324 22,163 0.2 5,231 21,051 0.2

経常利益   154,437 1.3  113,046 1.0
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前事業年度

（自　平成17年３月１日
至　平成18年２月28日）

当事業年度
（自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日）

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅵ　特別利益        

１　固定資産売却益 ※１ 133 133 0.0 287 287 0.0

Ⅶ　特別損失        

１　固定資産売却損 ※２ 74   27   

２　固定資産除却損 ※３ 201   308   

３　訴訟和解金  -   4,852   

４　貸倒引当金繰入額  -   45,415   

５　投資損失引当金繰入額  - 276 0.0 7,467 58,071 0.5

税引前当期純利益   154,294 1.3  55,263 0.5

法人税、住民税
及び事業税

 69,592   68,046   

法人税等調整額  8,758 78,350 0.7 △34,906 33,139 0.3

当期純利益   75,943 0.6  22,123 0.2

前期繰越利益   455,070   －  

当期未処分利益   531,014   －  
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(3）利益処分計算書及び株主資本等変動計算書

　　 利益処分計算書

  
前事業年度

(平成18年５月26日)

区分
注記
番号

金額(千円)

Ⅰ　当期未処分利益   531,014

Ⅱ　利益処分額    

１　配当金  12,232 12,232

Ⅲ　次期繰越利益   518,781

    

　（注）　日付は、株主総会承認日であります。
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株主資本等変動計算書

当事業年度（自　平成18年３月１日　至　平成19年２月28日）

 

株主資本

新株予約権

純資産

合計資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本

合計資本準備金

資本

剰余金

合計 利益準備金

その他利益

剰余金 利益

剰余金

合計

繰越利益　

剰余金

平成18年２月28日　残高（千円） 170,480 105,060 105,060 500 531,014 531,514 807,054 － 807,054

　事業年度中の変動額

剰余金の配当（注） － － － － △12,232 △12,232 △12,232 － △12,232

当期純利益 － － － － 22,123 22,123 22,123 － 22,123

株主資本以外の項目の事業年度

中の変動額（純額） － － － － － － － 1,007 1,007

事業年度中の変動額合計

（千円） － － － － 9,890 9,890 9,890 1,007 10,897

平成19年２月28日　残高（千円） 170,480 105,060 105,060 500 540,904 541,404 816,944 1,007 817,951

 （注）平成18年５月の定時株主総会における利益処分項目であります。
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重要な会計方針

項目
前事業年度

(自　平成17年３月１日
至　平成18年２月28日)

当事業年度
(自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日)

１　有価証券の評価基準及び評

価方法

(1) 有価証券

子会社株式

移動平均法による原価法

(1) 有価証券

子会社株式

同左

２　デリバティブ等の評価基準

及び評価方法

(1) デリバティブ

時価法

(1) デリバティブ

同左

３　たな卸資産の評価基準及び

評価方法

(1) 商品

車両

個別法による原価法

(1) 商品

車両

同左

(2) 貯蔵品

最終仕入原価法

(2) 貯蔵品

同左

４　固定資産の減価償却の方法 (1) 有形固定資産

　定率法によっております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。

建物及び構築物　　　15～50年

車両運搬具　　　　　　　 2年

工具器具及び備品　　 5～15年

(1) 有形固定資産

同左

 

 

 

 

 

(2) 無形固定資産

　定額法によっております。

　ただし、ソフトウエア（自社利用

分）については、社内における利用可

能期間（５年）に基づく定額法によっ

ております。

(2) 無形固定資産

同左

(3) 長期前払費用

定額法によっております。

(3) 長期前払費用

――――

５　繰延資産の処理方法 (1) 新株発行費

　支出時に全額費用として処理してお

ります。

　平成16年10月29日付にて、発行価額

114,750円、引受証券会社の引受価額

144,925円、発行価格155,000円と決定

し、有償一般募集により、平成16年11

月10日付で新株式1,200株の発行を行い

ました。

　本発行に係る引受契約においては、

発行価格の総額と引受価額の総額との

差額12,090千円は引受証券会社の手取

金とし、引受手数料は支払われないこ

ととされております。

　従って、新株発行費用には、本発行

に係る引受手数料は含まれておりませ

ん。よって引受証券会社が発行価格で

引受を行ない、これを一般投資家に販

売する買取引受契約に比べ、新株発行

費と資本金及び資本準備金の合計額と

が、それぞれ12,090千円少なく計上さ

れ、経常利益及び税引前当期純利益は、

それぞれ同額多く計上されております。

また、引受価額のうち、57,375円は資

本金に、87,550円は資本準備金に組み

入れております。

(1) 新株発行費

――――
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項目
前事業年度

(自　平成17年３月１日
至　平成18年２月28日)

当事業年度
(自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日)

６　引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率等によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しております。

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、支給見込額に基づき計

上しております。

(2) 賞与引当金

同左

（追加情報）

当事業年度おいて給与規程の改定をいた

しております。この結果、当期は制度変

更に伴う特例借置により、翌期において

支給予定の賞与のうち当期の負担に帰属

する金額が発生しないため、当期は賞与

引当金を計上しておりません。

 

 

 ――――

 

 (3) 投資損失引当金

　子会社への投資に係る損失に備える

ため、当該会社の財政状態及び回収可

能性等を勘案して必要と認められる額

を計上しております。

（追加情報）

　当事業年度から、子会社等への投資

に係る損失に備えるため、当該会社の

財政状態及び回収可能性等を勘案して

投資損失引当金を計上することとしま

した。

　この結果、従来の方法と比較して、

税引前当期純利益が7,467千円減少して

おります。

７　外貨建の資産及び負債の本

邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。

同左

８　リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。

同左

－ 10 －



項目
前事業年度

(自　平成17年３月１日
至　平成18年２月28日)

当事業年度
(自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日)

９　ヘッジ会計の方法 ――――

 

(1）ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっております。た

だし、特例処理の要件を満たす金利ス

ワップ取引については、特例処理を採用

しております。

――――

 

 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

　ヘッジ手段…金利スワップ

　ヘッジ対象…借入金の利息

――――

 

(3）ヘッジ方針 

  金利スワップ取引は、借入金の変動金

利のリスクヘッジを目的として行ってお

り、対象債務の範囲内でヘッジを行って

おります。

――――

 

(4）ヘッジの有効性評価の方法

  ヘッジ対象の相場変動又はキャッ

シュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の

相場変動又はキャッシュ・フロー変動の

累計を比較し、その変動比率によって有

効性を評価しております。ただし、特例

処理の要件を満たしている金利スワップ

取引については、有効性の評価を省略し

ております。

10　その他財務諸表作成のため

の重要な事項

(1) 消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

(1) 消費税等の会計処理

同左
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財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前事業年度
（自　平成17年３月１日
至　平成18年２月28日）

当事業年度
（自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日）

―――― （固定資産の減損会計に係る会計基準）

  当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準　

(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会　平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号　平成15年10月31日）を適用しており

ます。これによる損益に与える影響はありません。

―――― （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

  当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号　

平成17年12月９日）を適用しております。

　従来の資本の部の合計に相当する金額は816,944千円で

あります。

　なお、財務諸表規則の改正により、当会計期間におけ

る貸借対照表の純資産の部については、改正後の財務諸

表規則により作成しております。

―――― （ストック・オプション等に関する会計基準）

 当事業年度より、「ストック・オプション等に関する会

計基準」（企業会計基準第８号　平成17年12月27日）及

び「ストック・オプション等に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第11号　平成18年５月31日）

を適用しております。

　これにより営業利益、経常利益及び税引前当期純利益

は、それぞれ1,007千円減少しております。

追加情報

前事業年度
(自　平成17年３月１日
至　平成18年２月28日)

当事業年度
(自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日)

（法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上の

表示の方法）

　実務対応報告第12号「法人事業税における外形標準課税

部分の損益計算書上の表示についての実務上の取扱い」

（企業会計基準委員会　平成16年２月13日）が公表された

ことに伴い、当事業年度から同実務対応報告に基づき、法

人事業税の付加価値割及び資本割4,063千円を販売費及び

一般管理費として処理しております。

――――
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
(平成18年２月28日)

当事業年度
(平成19年２月28日)

※１　関係会社に対する資産及び負債

　区分掲記されたもの以外で各科目に含まれているも

のは、次のとおりであります。

※１　関係会社に対する資産及び負債

　区分掲記されたもの以外で各科目に含まれているも

のは、次のとおりであります。

売掛金 123,114千円 売掛金 214,561千円

※２　授権株式数及び発行済株式総数 ※２　　　　　　　　　――――

会社が発行する株式の総数(普通株式)  

 300,000株   

発行済株式の総数　　　　(普通株式)  

 122,325株   

（損益計算書関係）

前事業年度
(自　平成17年３月１日
至　平成18年２月28日)

当事業年度
(自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日)

※１　固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 ※１　固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

車両運搬具 133千円 車両運搬具 287千円

※２　固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 ※２　固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。

車両運搬具 74千円 車両運搬具 27千円

※３　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※３　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

車両運搬具 201千円 構築物 240千円

車両運搬具 68千円

計 308千円

（株主資本等変動計算書関係）

当事業年度（自　平成18年３月１日　至　平成19年２月28日）

 　　　 該当事項はありません。
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①　リース取引

前事業年度
(自　平成17年３月１日
至　平成18年２月28日)

当事業年度
(自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日)

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額及び期末残高相当額

 
取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額
相当額
（千円）

期末残高
相当額
（千円）

工具器具及び
備品

18,259 9,908 8,350

ソフトウエア 46,411 15,898 30,512

合計 64,671 25,807 38,863

 
取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額
相当額
（千円）

期末残高
相当額
（千円）

工具器具及び
備品

12,509 8,166 4,343

ソフトウエア 45,861 24,557 21,303

合計 58,370 32,723 25,647

(2) 未経過リース料期末残高相当額 (2) 未経過リース料期末残高相当額等

１年内 13,296千円

１年超 25,985千円

合計 39,282千円

１年内 12,120千円

１年超 13,865千円

合計 25,985千円

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額及び支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 14,423千円

減価償却費相当額 15,552千円

支払利息相当額 594千円

支払リース料 13,664千円

減価償却費相当額 13,216千円

支払利息相当額 368千円

(4) 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法

・リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

(4) 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法

同左

利息相当額の算定方法

・リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。

利息相当額の算定方法

同左

 

 

 （減損損失について）

 　リース資産に配分された減損損失はありません。

②　有価証券

前事業年度、当事業年度のいずれにおいても子会社株式で時価のあるものはありません。
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③　税効果会計

前事業年度
(平成18年２月28日)

当事業年度
(平成19年２月28日)

(1) 繰延税金資産の主な原因別の内訳 (1) 繰延税金資産の主な原因別の内訳

①　流動資産 ①　流動資産

未払事業税否認額 983千円

たな卸資産評価損否認額 11,098千円

債務未確定業務委託料 2,444千円

貸倒引当金損金算入限度超過額 5,121千円

 19,646千円

未払事業税否認額 3,108千円

たな卸資産評価損否認額 10,928千円

債務未確定業務委託料 2,983千円

貸倒引当金損金算入限度超過額 6,210千円

賞与引当金損金算入限度超過額 9,165千円

賞与法定福利費未払金 1,116千円

 33,512千円

②　固定資産 ②　固定資産

貸倒引当金損金算入限度超過額 9,188千円

 9,188千円

貸倒引当金損金算入限度超過額 27,245千円

投資損失引当金損金算入限度超過額 2,984千円

 30,229千円

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.0％

(調整)  

交際費等永久に損金に

算入されない項目
9.8％

留保金課税 0.7

住民税均等割 1.7

その他 △1.4

税効果会計適用後の

法人税等の負担率
50.8％

法定実効税率 40.0％

(調整)  

交際費等永久に損金に

算入されない項目
14.9％

株式報酬費用 0.7

留保金課税 2.0

住民税均等割 4.0

その他 △1.6

税効果会計適用後の

法人税等の負担率
60.0％
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（１株当たり情報）

前事業年度
(自　平成17年３月１日
至　平成18年２月28日)

当事業年度
(自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日)

１株当たり純資産額 6,597円62銭

１株当たり当期純利益金額 620円84銭

１株当たり純資産額 6,678円　48銭

１株当たり当期純利益金額 180円　86銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

　当社は、平成17年７月20日付をもって1株を５株に分割

を行っております。

　なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合

の前事業年度の1株当たりの情報については、以下のとお

りとなります。

１株当たり純資産額 5,976円79銭

１株当たり当期純利益 1,585円68銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、

潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前事業年度

(自　平成17年３月１日
至　平成18年２月28日)

当事業年度
(自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日)

当期純利益（千円） 75,943 22,123

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益（千円） 75,943 22,123

期中平均株式数（株） 122,325 122,325

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要
－

平成18年５月26日定時株主

総会決議によるストックオ

プション（株式の数800株）

（重要な後発事象）

 　 該当事項はありません
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７．役員の異動
　（１）役員の異動

　　　①代表取締役の異動

　　　　該当事項はありません

　　　②その他の役員の異動

　　　・新任取締役候補

　　　　　取締役兼執行役員　西口高生（現　国内事業部長）

　　　　　取締役兼執行役員　齋藤正明（現　管理本部長 兼 経理・財務部長 兼 人事・総務部長 兼 経営戦略室長）

　　　・新任監査役候補

　　　　（非常勤）社外監査役　中本　優司

　　　・退任予定監査役

　　　　（非常勤）社外監査役　森住　恵二

　　　③就任予定日

　　　　平成19年５月25日
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